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調査概要 

▶調査の目的 

令和７年度からの男女共同参画ＫＯＴＯプラン２０２１（改訂版）（第８次江東区男女共同参画行動計画）の策定

に向け、今後の男女共同参画推進施策のあり方を検討するための基礎資料とすることを目的としています。 

 

▶調査の方法及び回収状況 

 調査の対象者・方法・期間・回収率については、以下のとおりです。 

  区民調査 区内企業（事業所）調査 

調査対象者 

令和６年９月１日時点で区内に在

住する満 18 歳以上の男女個人

3,500 人を無作為抽出 

従業員数 20 人以上の区内企業・

事業所から、産業分類、従業員規

模別に 1,500 社を無作為抽出（た

だし、回答時点で従業員数が 19

人以下になっている場合がありま

す） 

調査方法 
郵送配布、郵送・ＷＥＢ併用回収 

調査期間内に礼状兼督促はがき１回送付 

調査期間 令和６年９月 27 日（金）～10 月 10 日（木） 

回収件数 

（回収率） 

888 件（25.4％） 

うち、ＷＥＢ回収 412 件 

259 件（17.3％） 

うち、ＷＥＢ回収 168 件 

 

▶概要書の見方 

① 調査結果の比率は、その設問の回答者数を基数として、小数点以下第２位を四捨五入し、小数点第１位まで表

示しています。したがって、合計が 100％にならない場合があります。 

② 複数回答形式の場合、回答比率の合計は 100％を超える場合があります。 

③ 選択肢の語句が長い場合、本文や表・グラフ中では省略した表現を用いている場合があります。 
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調査結果の概要 

 

●性別                   ●従業員数                       

 

 

 

 

 

 

 

●年代                       

 

 

 

 

 

 

 
                   

男女平等意識 

▶男女の地位の平等感 

「政治の場」において「男性の方が優遇」「どちらかといえば男性の方が優遇」の合計は８割強となっています。

「学校教育の場」において「平等」は５割弱となっています。「女性の方が優遇」「どちらかといえば女性の方が優

遇」の合計はどの項目でも１割未満となっています。 

  

区民調査 区内企業（事業所）調査 

建設業

11.6%

製造業

9.3%

情報通信業

2.7%
運輸業

15.8%

卸売・小売業

12.0%不動産業

0.8%

飲食店・宿泊業

2.7%

医療・福祉

15.4%

教育・学習

サービス業

8.1%

サービス業

8.9%

その他

11.2%

無回答

1.5%

総数

259

19人以下

12.0%

20～49人

50.6%

50～99人

22.0%

100～299人

11.6%

300人以上

2.7%

無回答

1.2%

総数

259
総数

888人

男性

40.7%

女性

54.2%

どちらともいえない

／答えたくない

2.1%

無回答

3.0%

総数

888人
●業種 

18～19歳

0.9%
20～29歳

6.4%

30～39歳

12.8%

40～49歳

17.2%

50～59歳

18.5%

60～69歳

18.1%

70歳以上

23.6%

無回答

2.4%

総数

888人

区民調査 
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▶性別役割分業観に対する考え方 

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」という考え方において「賛成」「どちらかといえば賛成」の合

計は２割近く、「どちらかといえば反対」「反対」の合計は６割台半ば近くとなっています。 

 

 

家庭生活等に関する意識 

▶夫婦の役割分担の実態 

「家庭内の重大問題の決定」において「夫婦同じ程度」は６割近くとなっています。「育児（乳幼児の世話）」「食

事のしたく」において「どちらかといえば妻の役割」「妻の役割」の合計は７割以上となっています。 

 

  

区民調査 

区民調査 
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学校教育 

▶男女平等教育において重要なこと 

「男女の別なく能力や個性を生かせるようにすること」は、６割台半ばとなっています。 

 

  

ＰＴＡなどを通じ、男女平等教育の理解

と協力を求めること

デートＤＶの予防教育を推進すること

その他

無回答

男女の別なく能力や個性を

生かせるようにすること

ジェンダーに関する研修を通して

教師の意識を変えていくこと

こどもの成長と発育に応じた性教育を行うこと

多様な性への理解を深める

校長・副校長などに女性を

積極的に登用すること

児童・生徒の男女による役割分担をなくすこと

65.0

37.8

34.3

33.3

25.7

18.0

10.9

10.6

2.4

12.8

0％20％40％60％80％

62.3

39.3

36.3

33.0

24.7

16.9

11.4

10.8

3.0

11.4

67.2

37.2

34.1

34.3

27.7

18.3

10.4

10.6

1.5

13.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

全体（888）

男性（361）

女性（481）

区民調査 
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仕事 

▶職場における男女差別 

男性は「仕事の内容に差別がある」が１割台半ばを超え、女性は「昇進・昇格の機会に差別がある」が２割台半ば

を超えてそれぞれ最も多くなっています。 

 

 

  

手当・福利厚生の面で

差別がある

国内転勤に

差別がある

昇進・昇格の機会に

差別がある

仕事の内容に

差別がある

賃金・待遇の面で

差別がある

配属の面で

差別がある

人事評価に

差別がある

募集や採用で

差別がある

人事異動や配置転換に

差別がある

労働時間量に

差別がある

女性には結婚退職や

出産退職の慣習がある

無回答

有給休暇の取得に

差別がある

研修や教育訓練の

内容に差別がある

解雇について

差別がある

能力開発の機会に

差別がある

その他

実質的に定年で

差別がある

海外転勤に

差別がある

20.6

16.5

16.1

12.3

12.3

11.6

8.8

5.5

5.3

4.8

4.0

3.5

3.1

2.8

1.7

1.5

1.3

5.3

52.3

0％20％40％60％

15.1

16.7

10.9

9.3

8.5

8.5

8.9

6.2

4.3

4.3

2.3

4.7

2.7

3.1

1.6

0.8

1.6

5.0

26.1

15.2

20.8

15.2

15.9

12.9

8.7

4.9

6.4

4.9

5.3

2.7

3.4

2.7

1.5

2.3

1.1

4.5

47.0

0％ 20％ 40％ 60％

59.7

全体（545）

男性（258）

女性（264）

区民調査 
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育児や介護への支援 

▶育児休業・介護休業等の利用経験 

「育児休業」において「取得したことがある」は３割強となっています。「介護休業」「介護休暇」において「在職

中に必要がなかった」は６割前後となっています。 

 

 

▶育児休業・介護休業等を取りやすくするために必要なこと 

「職場に利用しやすい雰囲気があること」「上司や同僚などの理解や協力があること」は５割を超えています。 

 

  

休業中の賃金や手当などの

経済的支援があること

復帰後の仕事が保障されること

職場に利用しやすい雰囲気

があること

上司や同僚などの理解や協力

があること

制度を利用することにより、

昇進や昇格に影響が出ないこと

休業中の代替要員が

確保されること

以前に制度を利用した人の

例があること

その他

無回答

54.0

47.4

29.1

27.4

25.2

10.2

2.2

9.7

50.9

40.5

37.6

28.5

23.9

12.1

2.3

12.5

0％ 20％ 40％ 60％

51.9

43.2

33.9

27.6

24.0

10.9

2.3

12.0

0％20％40％60％

58.7
57.5 57.4

全体（888）

男性（361）

女性（481）

区民調査 

区民調査 
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▶仕事と育児・介護との両立支援の取り組み 

「事業所内託児施設の設置運営」において「実施していない」は９割弱となっています。「育児・介護に関する経

済的支援」において「実施していない」は７割台半ば近くとなっています。 

 

 

▶仕事と育児・介護との両立支援の取り組みによるプラスの効果 

「女性従業員の定着率が向上した」「従業員同士が助け合う雰囲気や一体感が醸成された」は３割を超えていま

す。 

  

区内企業（事業所）調査 

女性従業員の定着率が向上した

育児・介護経験により、従業員の視野が広がった

意欲や能力のある女性の採用や登用が進んだ

仕事の進め方の効率化や業務改善に役立った

従業員のストレスが低減した

企業や職場への従業員の愛着や信頼が高まった

社会的責任を果たす企業のイメージが高まった

総体的に見て、経営にとって効果があった

 優秀な人材の確保が以前より容易になった

その他

無回答

従業員同士が助け合う雰囲気や

一体感が醸成された

38.0

37.0

23.6

20.8

19.9

18.5

17.6

13.0

9.3

8.3

6.5

3.2

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

総数＝216

区内企業（事業所）調査 
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ワーク・ライフ・バランス 

▶職業生活・家庭生活の時間の優先度（希望） 

「すべてのバランスをとりたい」は４割強となっています。 

 

 

▶職業生活・家庭生活の時間の優先度（現実／希望通りになっているか） 

 

▶ワーク・ライフ・バランス推進のための取り組みによるプラスの効果 

「長時間労働を改善し、従業員の健康が守られる」は７割近くとなっています。 

 

なっている

9.1％

おおむね

なっている

30.3％

どちらともいえない

23.6％

あまりなっていない

18.6％

なっていない

12.5％

無回答

5.9％

総数

888人

企業イメージが向上しＰＲ効果につながる

その他

無回答

長時間労働を改善し、

従業員の健康が守られる

仕事以外の生活を充実させることで、

従業員の満足度や仕事への意欲が高まる

限られた時間で仕事を遂行しようと

するため、仕事の効率化が図れる

知識や技術、経験のある人材の離職を防ぎ、

有能な人材の確保につながる

68.6

54.1

44.0

24.2

22.2

9.2

2.9

1.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

総数＝207

仕事以外の生活の経験を通じ、生活者としての視点や

創造性が養われたり、資格を取得したりするなど、

従業員の能力向上につながる

『希望通り』は４割弱、『希望通りでない』は

３割強、「どちらともいえない」は２割台半ば

近くとなっています。 

区民調査 

区民調査 

区内企業（事業所）調査 
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▶家庭や仕事をともに担う社会環境づくりのために重要なこと 

「労働時間の短縮を図ること」「ワークシェアリングなど、多様な働き方を導入すること」は３割前後となってい

ます。 

 

 

 

推進体制 

▶ワーク・ライフ・バランス等の推進をするための推進部署・推進担当者の設置 

「設置していない」は６割近くとなっています。 

 

育児・介護休業制度などの

利用促進を図ること

職場での昇進、

待遇の格差をなくすこと

その他

無回答

雇用機会を均等にすること

再就職を希望する女性のための

講座等を充実させること

労働時間の短縮を図ること

ワークシェアリングなど、

多様な働き方を導入すること

保育園、学童保育などの

育児環境を充実させること

男性の家事・育児・

介護参加を進めること

パートタイムなどの

労働条件を向上させること

テレワークの導入を進めること

出産後も職場復帰できる

再雇用制度を充実させること

ホームヘルパーや福祉施設を

充実させること

36.8

27.7

30.2

26.6

19.9

27.4

19.4

12.5

15.2

14.1

13.3

2.8

3.0

10.2

32.2

31.4

28.7

28.7

26.6

21.4

20.0

21.0

16.0

15.2

10.8

4.4

2.5

8.1

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

34.1

29.6

28.7

27.5

23.6

23.2

19.6

17.3

15.2

14.2

11.9

3.7

2.8

10.1

0％10％20％30％40％

全体（888）

男性（361）

女性（481）

独立した部署があるが、担当者は兼任である

既存の部署で、専任担当者が対応している

既存の部署で対応しているが、担当者は兼任である

その他

設置していない

無回答

独立した部署があり、専任担当者がいる 2.3

0.4

3.5

29.7

3.1

2.3

0％ 20％ 40％ 60％

総数＝259

58.7

区民調査 

区内企業（事業所）調査 
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あらゆる暴力 

▶ハラスメント等を受けた経験 

「パワーハラスメント」「モラルハラスメント」を受けたという回答は 1 割を超えています。 

 

 

▶ハラスメント等を受けたときの相談の有無 

  

パワーハラスメント

モラルハラスメント

カスタマーハラスメント

セクシュアルハラスメント

ジェンダーハラスメント

マタニティハラスメント

ストーカー行為

パタニティハラスメント

ＳＯＧＩハラスメント

スクールハラスメント

リベンジポルノ

その他

無回答

総数＝888

11.6

10.6

5.4

4.1

1.9

1.4

1.4

1.1

0.9

0.6

0.2

1.6

75.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

相談した

44.1％

相談しなかった

（できなかった）

54.1％

無回答

1.8％

総数

222人

区民調査 

ハラスメント等を受けた経験において「誰にも

相談しなかった（できなかった）」という回答は

５割台半ば近くとなっています。 

区民調査 
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▶ハラスメント等を受けたときの相談先 

男性は「上司」が５割台半ばを超え、女性は「家族や親戚」が６割強でそれぞれ最も高くなっています。 

 

  

家族や親戚

上司

同僚

友人・知人

勤務先の相談窓口

無回答

警察

区の福祉事務所

区の女性相談

その他、区の相談窓口

区の男女共同参画推進センター

東京ウィメンズプラザ

法務局の人権相談窓口

その他

労働組合の相談窓口

医療機関

民間の相談窓口

区の相談窓口「女性のなやみと

ＤＶホットライン」

33.3

57.6

36.4

27.3

0.0

6.1

0.0

6.1

0.0

3.0

3.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

6.1

0.0

61.7

36.7

40.0

40.0

15.0

5.0

5.0

1.7

3.3

1.7

0.0

1.7

1.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

51.0

42.9

39.8

35.7

9.2

5.1

3.1

3.1

2.0

2.0

1.0

1.0

1.0

0.0

0.0

0.0

3.1

1.0

0％20％40％60％80％

全体（98）

男性（33）

女性（60）

区民調査 
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▶ハラスメント等防止に関する取り組み 

「就業規則等で禁止を明文化」「相談・苦情等に対処するための相談窓口（担当）の設置」において「行ってい

る」は７割を超えています。 

 

 

▶配偶者等からの暴力の被害経験 

『経験あり』は「精神的暴力」「身体的暴力」において１割を超え、「経済的暴力」「性的暴力」において１割未満

となっています。 

 

 
▶暴力を受けたときの相談の有無 

 

  

単位：％

総数=259

就業規則等で禁止を明文化

問題が生じた場合の対応を明文化

防止のための研修、講習等を実施

従業員同士の意見交換会等の実施

行っている

70.3

73.4

47.1

53.7

53.3

28.2

22.0

10.4

12.4

12.4

23.9

17.4

17.8

24.3

行っていない

17.4

12.4

38.2

20.5

27.4

51.7

52.1

無回答

1.9

1.9

2.3

1.9

1.9

2.3

1.5

相談・苦情等に対処するための

相談窓口（担当）の設置

事業所内の発行物に記事を

掲載する等、意識啓発

事業所内で実態把握のための

アンケート調査

現在検討・
計画中である

配偶者等からの暴力の被害経験において「誰にも

相談しなかった（できなかった）」は６割弱となっ

ています。 

相談した

32.4％

相談しなかった

（できなかった）

59.5％

無回答

8.1％

総数

173人

区民調査 

区内企業（事業所）調査 

区民調査 
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▶配偶者等から暴力を受けたときの相談先 

「家族や親戚」は６割台半ばを超えています。 

 

 

  

区の女性相談

その他、区の相談窓口

家族や親戚

友人・知人

警察

民間の相談窓口

区の相談窓口「女性のなやみと

ＤＶホットライン」

東京ウィメンズプラザ

上司

医療機関

区の男女共同参画推進センター

区の福祉事務所

無回答

同僚

勤務先の相談窓口

労働組合の相談窓口

法務局の人権相談窓口

その他

70.0

40.0

20.0

0.0

0.0

0.0

20.0

10.0

0.0

10.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

62.8

48.8

11.6

11.6

7.0

7.0

0.0

2.3

2.3

0.0

2.3

2.3

0.0

0.0

0.0

0.0

4.7

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

66.1

44.6

12.5

10.7

5.4

5.4

3.6

3.6

1.8

1.8

1.8

1.8

0.0

0.0

0.0

0.0

3.6

0.0

0％20％40％60％80％

全体（56）

男性（10）

女性（43）

区民調査 
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▶暴力防止や被害者支援のために必要な対策 

「被害者のための相談の充実」「法律による規制や見直しを行う」は３割を超えています。 

 

 

性の多様性 

▶ＬＧＢＴ等に関する現在の問題 

「夫婦と同様にパートナーとの関係を認めてもらえないこと」は約５割となっていて、女性は男性の割合を 17.7

ポイント上回っています。 

  

民間支援団体の充実

地域で区民によるイベント

や研修などを行う

その他

わからない

無回答

被害者が自立するための支援策の充実

 行政や警察が啓発活動を積極的に行う

 メディアの倫理規定・規制の強化

 捜査や裁判の担当官に女性を増やす

過激なビデオソフトなどの

販売や貸し出しの制限

 被害者の避難場所（シェルター）の充実

家庭・学校における男女平等や

性についての教育の充実

犯罪の取締りの強化

被害者のための相談の充実

 法律による規制や見直しを行う

41.8

34.3

28.0

24.7

28.3

20.8

24.4

6.9

8.6

3.6

5.5

2.8

2.2

6.6

8.0

36.2

38.3

29.9

31.6

24.3

27.4

16.4

11.4

8.5

10.4

7.1

1.0

2.7

3.5

8.9

0％ 20％ 40％ 60％

38.6

36.3

28.6

28.3

25.8

24.2

19.9

9.3

8.3

7.8

6.2

1.9

2.7

4.7

9.1

0％20％40％60％

全体（888）

男性（361）

女性（481）

区民調査 

区民調査 

宿泊施設、店舗等への入店や

施設利用を拒否されること

その他差別的な言動をされること

考えたことがない・わからない

ＬＧＢＴ等という言葉を知らない

無回答

就職、職場で不利な扱いを

受けること

アパート等への入居を

拒否されること

夫婦と同様にパートナーとの

関係を認めてもらえないこと

職場、学校で嫌がらせやいじめを

受けること

41.6

38.0

36.3

15.8

14.4

5.5

29.4

0.6

4.2

47.6

44.1

19.8

13.3

6.2

16.8

0.6

6.2

0％ 20％ 40％ 60％

42.7

40.4

17.6

13.6

5.9

22.1

0.6

6.5

0％20％40％60％

59.3

全体（888）

50.6

男性（361）

女性（481）
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▶ＬＧＢＴ等に関して区に期待する施策 

「困難を相談できる窓口について、広く周知してほしい」「地域住民に理解が広がるように啓発してほしい」は３

割を超えています。 

 

 

▶ＬＧＢＴ等の配慮に関する取り組み 

「必要性は感じているが、取り組みは行っていない」は５割台半ばを超えています。 

 

  

困難を相談できる窓口について、

広く周知してほしい

地域住民に理解が広がるように

啓発してほしい

交流イベントの開催

その他

無回答

就労において、差別をしないよう

企業に働きかけてほしい

相談窓口の拡充

差別を禁止する規定の整備

トイレや更衣室が性別に関係なく

使用できる施設にしてほしい

区職員・教職員が配慮して

対応するようにしてほしい

30.2

32.1

25.8

27.7

24.4

13.3

15.0

7.2

5.3

22.2

32.8

29.9

27.4

23.9

22.2

17.7

15.6

7.1

4.0

23.3

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

31.2

30.5

26.6

25.6

23.3

15.7

14.6

6.9

4.6

23.5

0％10％20％30％40％

全体（888）

男性（361）

女性（481）

相談窓口の設置

従業員の理解促進のための講習会や研修を実施

結婚祝金や家族手当、慶弔見舞などの福利厚生を適用

利用しやすいトイレや更衣室などを設置

事業所内において、啓発ポスターなどを掲示・配置

ＬＧＢＴ等に関するイベントに事業所として参加

その他

現在検討・計画中である

必要性は感じているが、取り組みは行っていない

無回答

本人から申し出があった場合、トイレや更衣室の

利用などの対応について方針を定める

社内の規定や採用情報などで「セクシュアリティで

差別をしない」などの文言を明記

12.4

11.6

7.3

6.9

5.8

5.8

5.4

1.5

3.9

5.8

57.9

3.9

0％ 20％ 40％ 60％

総数＝259

区民調査 

区内企業（事業所）調査 
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地域活動・防災活動 

▶地域活動への参加状況 

参加している活動において「町会や自治会の活動」は２割台半ば近くとなっています。 

 

 

▶地域活動に参加しやすくするために必要なこと 

「参加しやすい日時や場所を設定すること」は５割近くとなっています。 

 

  

町会や自治会の活動

保護者会やＰＴＡ活動

ＮＰＯ、ボランティアなどの市民活動

こども会や青少年のスポーツ活動などの指導や育成

審議会、委員会などの政策にかかわる活動

その他

無回答

23.9

12.8

11.9

5.9

3.9

0.8

1.4

57.4

0％ 20％ 40％ 60％

総数＝888

趣味・生涯学習・スポーツ活動・子育て

などのサークル活動

性別により活動内容や

役割の区別をしないこと

その他

無回答

労働時間の短縮やボランティア

休暇など、就労環境を整備すること

活動の場所を充実させること

地域団体の活動に関心や

積極性を持つこと

地域団体の取り組みに

ついて広報すること

参加しやすい日時や

場所を設定すること
49.3

31.3

35.2

24.9

23.5

7.8

3.9

21.6

49.1

29.3

25.4

21.6

20.6

9.8

4.6

26.8

0％ 20％ 40％ 60％

48.8

29.5

29.4

22.7

21.5

8.6

4.4

25.5

0％20％40％60％

全体（888）

男性（361）

女性（481）

区民調査 

区民調査 
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▶災害に備えるために必要なこと 

「安心・安全に過ごせる避難所・一時滞在施設づくりの推進」は５割強となっていて、女性は男性の割合を 16.8

ポイント上回っています。 

 

 

政策決定過程への女性の参画について 

▶政策決定の場への女性の参画に対する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他

無回答

安心・安全に過ごせる避難所・

一時滞在施設づくりの推進

男女のニーズの違いに配慮した

計画等を作成すること

避難所整備や備品に

女性の意見を反映させること

地域の防災活動や防災訓練に

積極的に参加すること

各種計画等の策定や改定会議等

で男女のバランスをとること

43.5

46.5

36.0

34.3

30.7

16.1

1.4

16.1

60.3

48.4

44.5

26.6

24.3

18.1

2.3

11.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

52.8

47.1

40.8

29.3

26.2

17.2

2.3

14.2

0％20％40％60％80％

女性の防災リーダーを育てること

全体（888）

男性（361）

女性（481）

「男女半々まではいかなくても、今より増える

方がよい」「男女半々になるくらいまで増える

方がよい」は４割前後となっています。 

男性を上回るほど

増える方がよい

5.1%

男女半 に々

なるくらいまで

増える方がよい

38.1%

男女半 ま々では

いかなくても、

今より増える方がよい

44.7%

今のままで

よい

7.9%

今より

少ない方がよい

0.5%

無回答

3.8%

総数

888人

区民調査 

区民調査 
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江東区の行政施策などについて 

▶男女共同参画推進に関する区の施策の認知度 

「男女共同参画のための広報紙『PalCato』の発行」「江東区パルカレッジ」「男女共同参画学習講座」において

「言葉を聞いたことがない」は 7 割台となっています。 

 
 
▶パルシティ江東の認知と利用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「利用したことがある」は１割未満、「知って

いるが、利用したことはない」が２割、「施設

があることを知らない」が６割台半ばとなっ

ています。 

利用したことがある

7.0％

知っているが、

利用したことはない

20.0％

施設があることを

知らない

65.7％

無回答

7.3％

総数

888人

区民調査 

区民調査 
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▶区が注力するべき男女共同参画推進施策 

「こどもや女性が安心して暮らせる防犯に配慮したまちづくり」「子育て・育児に関する支援の充実」において

『注力希望』は７割を超えています。 

 

 

区民調査 
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▶区に期待する施策等 

「保育施設や学童保育等の環境整備」「社会全体の理解の促進のための啓発」は４割前後となっています。 

 

 

保育施設や学童保育等の環境整備

社会全体の理解の促進のための啓発

相談や情報提供、事業所向けの講習会の開催

その他

無回答

男女共同参画や仕事と家庭生活の両立支援に

取り組む企業（事業所）に対する資金的支援

区内の企業（事業所）の取り組み事例のＰＲ、

優良企業（事業所）の表彰

仕事と家庭生活の両立支援策を円滑に

導入するための専門家の派遣

40.5

37.8

30.9

18.5

11.2

7.3

2.3

17.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

総数＝259

区内企業（事業所）調査 
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